
 

 

 

「（仮称）長浜市手話言語条例」の制定について（着手） 

 

 

１ 趣 旨 

   手話を言語として明示した、「障害者の権利に関する条約」及び「障害者 

基本法」に基づき、手話に対する理解の促進及び手話を使用しやすい環境づ 

くりに関する基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明ら 

かにするとともに、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって 

しょうがいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を 

尊重し合いながら共生する地域社会の実現に寄与することを目的とします。 

 

〇障害者の権利に関する条約（平成 26 年１月 22 日号外条約第１号） 

   「言語」には手話等の非音声言語を含むことが明示されています。 

〇障害者基本法（昭和 45 年５月 21 日法律第 84 号） 

   「言語」には手話を含むことと合わせて、しょうがい者（児）は意思疎 

   通の手段について、可能な限り選択の機会が確保されるよう図られなけ 

ればならない旨が定められています。 

 

 

２ 手話言語条例の制定状況（令和３年４月 30 日時点） 

   405 自治体（31 道府県・15 区・296 市・61 町・２村）で制定済。 

県内４自治体（大津市・米原市・近江八幡市・栗東市）で制定済。 

滋賀県は、制定中。 

  ＊全ての自治体議会から、「手話言語法の制定を求める意見書」が提出され

ており、長浜市議会においても、平成 26 年 10 月１日に全議員の賛成に

より可決されています。 

 

３ 情報・コミュニケーションに関する条例との関係について 

   「障害者基本法」には、しょうがい者（児）は情報の取得又は利用のた

めの手段についても、可能な限り選択の機会を図られなければならない旨

が定められており、手話と言語に関する内容と情報・コミュニケーション

に関する内容を合わせて一体化した条例が制定されている場合もあります。

（405 自治体中 87 自治体） 

県内の制定済自治体と滋賀県に制定経過の聞き取りを行った結果と、長浜 

市聴覚障害者協会の意向等を踏まえ、まずは手話と言語に関する条例を制 

定する方針としました。 
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４ 協議手段 

  （１）庁内のプロジェクトチーム 

「長浜市行政組織及び事務分掌規則」の規定に基づき、関係課の 

職員で組織するプロジェクトチームを設置し、条例に関する事務を 

所掌します。 

  （２）関係団体の意見聴取を目的とする懇談会 

      「長浜市附属機関等の取扱いに関する指針」に規定する懇談会等

を開催し、条例の制定に関する意見聴取を随時行います。 

  （３）長浜市しょうがい福祉推進協議会 

      しょうがい者（児）に関する施策について、総合的かつ計画的な

推進を図るため開催する協議会に意見又は助言を求めます。 

  （４）パブリックコメント等 

      パブリックコメントや全庁照会等の手法を用いて、庁内外からの

意見聴取を行います。 

 

５ スケジュール（予定） 

令和３年７月 議会（健康福祉常任委員会）への着手報告 

       ８月 長浜市しょうがい福祉推進協議会にて意見聴取 

          条例制定に係る懇談会にて意見聴取 

          庁内プロジェクトチーム会議 

       10 月 条例制定に係る懇談会にて意見聴取 

       11 月 議会（健康福祉常任委員会）への素案報告 

令和４年１月 議会（健康福祉常任委員会）へのパブコメ案報告 

       ２月 パブリックコメント実施 

          長浜市しょうがい福祉推進協議会にて意見聴取 

       ３月 庁内プロジェクトチーム会議 

           条例制定に係る懇談会にて意見聴取 

       ６月 議会提案 

       10 月 施行 

 

 

 


